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・円滑な設計変更のために（参考資料）H30.3：重点取り組み事項

：必要に応じて開催

・条件明示の徹底
・適正な工期の設定

・代表者等（受注者）と所長等（発注
者）の同席による施工計画等の確
認
・施工計画の確認（技術提案内容
の履行計画の確認を含む）

・受注者工程の提示
・ワンデーレスポンス徹底の確認

・代表者等（受注者）と所長等（発注
者）の同席による設計変更内容の
確認
・現場条件を考慮した適切な契約変
更（適正な工期確保を含む）

・工事の履行状況の確認（技術提案
内容の履行状況の確認を含む）

（
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対策検討会議
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・代表者等（受注者）、所長等（発注
者）、コンサルタントの同席による
施工条件等の確認
・設計図書における条件明示の内
容、詳細な設計の考え方の確認

・発注者工程の提示

契約後、
速やかに開催

〈余裕期間〉
工事着手時
に開催

工期末の1ヶ月

半～２ヶ月前を
基本に開催

工事の始期日
（工事開始日）

工事の終期日
（工事完了）

契約締結の日

・早期発注、十分な余裕期間
の確保



■目的
発注時に、十分に余裕期間を確保するとともに、工事実施上、必要な現場条件等を受注者へ
確実に明示することにより、受注者が計画的に工事を実施する環境を整え、品質確保、手戻り
防止を図る。

■実施時期 ： 発注前の段階(局、事業所等）で条件明示を確認

■対象 ： 全工事

■条件明示の確認事項
・設計図書（特別仕様書等）にて条件明示を確認
①工程関係（自然条件による施工時期、関係機関との協議状況、地下埋設物有無等）
②用地関係（用地取得状況、工事用借地の条件等）
③環境関係（公害防止による制約条件、濁水・湧水処理の有無、事業損失にかかる建物等調
査の有無等）

④安全対策（交通誘導員の配置、発破作業等の制限等）
⑤建設副産物関係（処理方法、処理施設への運搬経路・方法等）
⑥その他（支給品・貸与品の有無、部分供用の時期、工事中止の有無等）

■その他
・十分に余裕期間を確保したうえで、早期発注を図ること。
・工事発注後、当初に想定しない事象が発生した場合は、直ちに受発注者による 工事円滑化
会議等で対応方針を協議すること。
（※条件表示が明確でない項目であっても、上記の協議の対象となることに留意。）
・現場条件に不可視部分（土質、地下水量、地下埋設物等）がある場合、不可視部分の施工に
関する仮設工において「精査積算方式」の活用を検討すること。

（１） 条件明示等の徹底
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■目的
技術提案事項の確実な履行や工事の円滑な実施を図る。

■発注者 ： ・予定価格３億円以上の工事は40日以上、1.2億円から３億円の工事は20日以上
の余裕期間を原則確保するとともに、1.2億円以下の工事についても20日以上の
余裕期間の確保に努める。
・工事契約後、速やかに（１～２週間目処）工事円滑化会議を開催する。

■受注者 ： ・余裕期間において、
①建設資材や労働者の確保
②詳細な設計の考え方や現地条件の確認による不明瞭事項の解消
③施工計画書等の作成を行う。
・なお、現場事務所等の設置、測量、資機材の工事現場への搬入、仮設物の
設置等の工事準備は、工事着手後の準備期間において行う。

（２） 余裕期間の設定
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■目的
工事契約後に、受発注者間で、設計の考え方等を共有することにより、

円滑な工事着手を図る。

■対象 ： 全工事（情報共有が必要な関係工事と同時開催も可能）

■実施時期 ： 工事契約後、速やかに（１～２週間目処）開催

■参加者
○受注者：現場代理人、受注会社代表等
○発注者：所長、次長、総括監督員、主任監督員（主催）、監督員、

必要に応じ局原課担当者出席
○設計コンサルタント（出席の要否は受発注者間で協議。A等級工事は
原則出席。）
［積算等は、従来の「良質構造物設計施工技術検討業務」を準用］

※ 開催日程、出席者、課題等については、現場代理人と監督職員の
協議により定める。

（３）工事円滑化会議（施工条件確認会議）
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■打合せ事項
①施工条件（設計図書における条件明示の内容、詳細な設計の考え方） の確認
②工事工程（クリティカルパスを示した発注者工程の提示）

■その他
・発注者から受注者に、施工条件等を説明する。
（公告時に明示した施工条件が、契約までの期間に変更が生じた場合には、
受発注者で最新の状況について共有を図る。）

・受注者から発注者に、条件が不明瞭な事項について確認する。

・会議において確認した事項は、原則として発注者が打合せ記録簿に記録し、受発
注者が相互に確認する。

・会議資料は既存資料を活用し、原則として新たな資料作成を行わない。

・原則として、総括監督員が出席する。

・会議の結果、施工条件からして発注者が想定した工程、工法、又は仮設計画での施
工が困難であると見込まれる場合には、早期に必要な対策（工期の見直し、工法や
仮設計画の変更等）を受発注者間で協議すること。

（３）工事円滑化会議（施工条件確認会議）
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■目的
工事着手時および新工種発生時等において、受発注者が施工計画、工事工程
等について、確認し、円滑な工事の実施を図る。

■対象 ： 全工事
（情報共有が必要な関係工事と同時開催も可能）

■実施時期 ： 工事着手時および新工種発生時等
（※１）

（必要に応じ複数回開催、必要に応じ現地での開催）

（※１）等とは、工事実施中において、工期、設計及び施工等に影響をもたらす事象が発生したとき。

■参加者
○受注者：現場代理人、受注会社代表等
○発注者：所長、次長、総括監督員、主任監督員（主催）、監督員、

必要に応じ局原課担当者出席
○設計コンサルタント（必要に応じ出席）

［積算等は、従来の「良質構造物設計施工技術検討業務」を準用］

※ 開催日程、出席者、課題等については、現場代理人と監督職員の協議により
定める。

（４）工事円滑化会議（工程確認会議）
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■打合せ事項
①施工計画（受発注者の仮設計画の確認、技術提案内容の履行計画を含む）
②工事工程（受注者が現場実態に即して作成した工事工程の確認）
③工事書類（書類リストの確認、提出方法）
④共通仕様書・特別仕様書等の規定事項の確認

（施工段階確認・材料検査・不定期の現場確認等）
⑤その他 再設計の有無、設計変更の可否、工事中止の有無等

積算参考資料の確認

■その他

・会議において確認した事項は、原則として発注者が打合せ記録簿に記録し、受
発注者が相互に確認する。

・会議資料は既存資料を活用し、原則として新たな資料作成を行わない。

・原則として、総括監督員が出席する。

・会議の結果、発注者が想定した工程、工法、又は仮設計画での施工が困難であ
ると見込まれる場合には、早期に必要な対策（工期の見直し、工法や仮設計画の
変更等）を受発注者間で協議すること。

（４）工事円滑化会議（工程確認会議）
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■目的

工事完成前に、設計変更手続きや工事検査が円滑に行われるよう、設計変更内
容、技術提案の履行状況等について、受注者と発注者が従前よりも高いレベルで
確認する。

■対象 ： 全工事

■実施時期 ： 工期末の１ヶ月半～２ヶ月前を基本とするが、
設計変更や施工方法の変更による数量等が確定する段階等、
受発注者の協議により必要に応じ複数回開催。

■参加者
○受注者：現場代理人、受注会社代表等
○発注者：所長、次長、総括監督員、主任監督員、

監督員、必要に応じ農政局原課担当者出席

※ 開催日程、出席者、課題等については、現場代理人と監督職員の協議に
より定める。

（５） 設計変更確認会議
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■打合せ事項
①設計変更内容（設計変更対象項目、対象数量等）
②工事工程
③技術提案（総合評価落札方式）の履行確認（不履行の場合の手続きの確
認を含む）

■その他
・会議において確認した事項は、原則として発注者が打合せ記録簿に記録し、
受発注者が相互に確認する。

・会議資料は既存資料を活用し、原則として新たな資料作成を行わない。

・原則として、総括監督員が出席する。

・追加工事や設計変更は、その都度打合せ簿により指示し、設計変更確認会
議では、打合せ簿をもとに確認すること。

（５） 設計変更確認会議
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■目的
工事実施中において、自然的又は人為的な要因等により、工事の工期、設計及

び施工等に大きな影響をもたらす重大な事象が発生した際に、調査設計段階の
検討内容を含めた技術課題等の迅速な解決に向けて受注者と発注者が対応方
針の協議・確認を行う。

■対象：局契工事 （事業所専決工事は、工事円滑化会議を活用。）

■開催方法
現場代理人と監督職員が工事円滑化会議等において協議の上開催する。

■参加者
○受注者： 現場代理人、受注会社代表等
○発注者：【農政局】 地方参事官（議長）、関係課

【事業所】 所長、次長、総括監督員、主任監督員、監督員
○（必要に応じて）土地改良技術事務所、設計コンサルタント等

■その他
・会議において確認した事項は、原則として発注者が打合せ記録簿に記録し、受
発注者が相互に確認する。

（６） 対策検討会議
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（７） そ の 他
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■業務環境の改善

○受発注者は、工事の休業日を確実に確保できるよう、工程調整・協議調整等の
的確な実施に努める。

○緊急性がある場合等を除き、勤務時間外に受発注者間の打合せは行わない。

■設計コンサルタントへの情報共有

○設計変更内容のうち、工事の工期、設計及び施工等に影響を与えた内容につい
て、設計コンサルタントに情報共有する。



業務の成果品質確保対策
～公共工事品質確保の取り組み～
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〈着手前〉 〈履行中〉 〈完成後〉

○業務確認会議
・適正な時期での開催
（複数回開催可）

・確認事項の明確化 等
○合同現地踏査
・必要に応じて実施

○成果物の確認
・照査技術者による報告

関連業務（測量、地質調査等）との調整、関係機関との協議：発注者主体

（最
終
打
合
せ
時
）
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実
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重点取り組み事項

（
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回
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中
間
打
合
せ

業務の成果品質確保対策

〈着手時〉 〈完成時〉

・円滑な設計変更のために（参考資料）H27.1

・条件明示の徹底
・適正な工期の設定

・設計条件等に関する
質問、協議への
速やかな回答
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◆背景・目的

業務の成果品質確保対策

○ 設計図等の「業務の成果」は、工事の基本となるものであるが、施工段階において現場と

乖離があることが発見されるなど、その品質低下が懸念されている。

○ 「エラーを誘発する要素」は、

・業務工程の計画的履行が行えず作業時間不足

（当初の工期設定が不適切、設計条件等の明示が不十分）

・受発注者間のコミュニケーション不足

（設計方針・現地・施工条件等の情報共有が不十分）

・設計ミスを発見する仕組み不足 （照査期間が未設定、照査内容の確認が不十分）

○ 工程管理や品質管理などは基本的には受注者の責任であるが、受注者の取り組みだけ

では改善が困難な場合もある。

「業務の成果」の品質確保に向け、受発注者各々の

役割と責任を明確化し、総合的に取り組む。



■目 的
・ 業務着手時に、設計方針、条件等の確認を受発注者が一堂に会して実施することにより、業務を
円滑に推進する。

■参加者
○受注者：管理技術者、担当技術者（受注会社代表等の参加も可とする。）
○発注者：所長、次長、担当課長、主任監督員（主催者）、担当監督員、工事担当者、

局関係課等（必要に応じ、主催者より局関係者へ参加依頼）

■実施時期 ： 業務打合せ時期（開催時期については、適宜判断）
※必要に応じ複数回の開催を可とする。（規定の打合せ時以外に開催する場合は、別

途費用を計上する。）

■対象業務 ： 全ての業務の内、担当課長が必要と認めたもの
※工事発注に使用する設計業務については、重点的に実施

■確認事項
①設計条件、前提条件の確認（地質調査、既設構造物等の追加調査の必要性の確認を含む）
②業務計画の妥当性
③スケジュールの確認（業務スケジュール管理表の活用、時間外作業の抑制）
④設計変更内容の確認
⑤その他（事業間連携、資材選定チェック、コスト縮減、環境対策等の促進等）

■その他
○確認（問題点）事項等を明確にするなど、効率的な会議進行に努める。
○会議資料は、既存資料（業務計画書等）を活用するなど、作業負担の軽減に努める。
○現場条件等を確認するため、必要に応じて合同現地踏査の同時実施を可とする。
○必要に応じて関連業務との合同開催を可とする。
○会議において確認した事項は、原則として発注者が打合せ記録簿に記録し、受発注者が相互に
確認する。

○特別仕様書へ明記する。
4

（１） 業務確認会議



■目 的

・ 受発注者が合同で現地踏査を行うことにより、設計条件や施工の留意点、関連事業
の情報、設計方針の明確化等、情報共有を図る。

■参加者

○受注者：管理技術者、担当技術者（受注会社代表等の参加も可とする。）

○発注者：担当課長、主任監督員、担当監督員、工事担当者

■実施時期 ： 実施時期については、適宜判断

※必要に応じて、複数回の実施を可とする。

■対象業務 ： 全ての業務の内、担当課長が必要と認めたもの

※重要構造物（ダム、トンネル、頭首工、用排水機場等）に関する詳細設計

業務については、実施することを原則とする。

■その他

○事前に確認事項を整理する等、効率的な合同現地踏査の実施に努める。

○合同現地踏査に要する費用は、別途計上する。

○必要に応じて関連業務との合同実施を可とする。
○現地において確認した事項は、原則として発注者が打合せ記録簿に記録し、受発注
者が相互に 確認する。

○該当する業務については特別仕様書へ明記する。 5

（２） 合同現地踏査



■目 的
受注者による確実な照査を実施。

■実施内容

○照査技術者による報告について
業務の成果物納入時において、成果物のうち照査報告書については、照査を実施した

照査技術者自身による報告を原則とする。
また、成果物の納入時以外においても、必要に応じて、照査技術者自身からの照査報

告を実施できるものとする。

■対象業務 ： 照査が必要とされる全ての業務の内、担当課長が必要と認めたもの
※工事発注に使用する設計業務については、重点的に実施

■その他
○該当する業務については特別仕様書へ明記する。
○照査技術者の報告に要する費用は、別途計上する。
○担当係長及び担当課長の同席を原則とする。
なお、必要に応じて、工事担当者も同席する。
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（３） 照査の確実な実施



■設計条件等に関する質問、協議に対する速やかな回答

【対象業務】 すべての業務

【実施内容】

○業務履行期間中に受注者から設計条件等に関する質問、協議があった場合、

発注者はできる限りその日のうちに回答するよう努める。回答にあたり、判断

や作業のために一定の期間を要するものは、受注者に業務スケジュール等

を確認した上で、回答期限を設定し、確実な回答を行う。

○やむを得ず回答に時間を要し、その後の業務工程に影響を及ぼす場合は、

履行期間の延長等、契約書の定めに基づく適切な処理を徹底する。

○質問、協議に対する回答は書面で行い、その都度、情報共有する。
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（４） そ の 他



（４） そ の 他
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■業務環境の改善

○受発注者は、業務の休業日を確実に確保できるよう、工程調整・協議調整等の
的確な実施に努める。

○発注者は、緊急性のある場合や天候等により進捗が左右される外業等を除き、
以下に努める。

①勤務時間外（17時以降）に受発注者間の打合せを行わない。

②勤務時間外及び休日に受注者への指示を行わない。

③勤務時間外及び休日の作業が必要となる受注者への指示を行わない。
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